
3 款 1 項 14 目

17 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 26年度以前 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度以降

33,889 33,889 33,889 33,889 33,889 169,445

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 5年間の実績

精紳通院医療申請件数 件 549 550 225 551
精神通院支給決定者 人 569 550 266 590
更生医療支給延べ件数 件 423 400 219 386
更生医療支給決定実人数 人 79 80 78 84

項目 単位 26年度実績 27年度予定 9月末の実績 27年度実績

一般財源 9,465 12,451 13,873 10,691

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

14,619
県支出金 6,136 8,430 0 7,018

人件費 1,829 3,851 1,925 3,851
国庫支出金 11,946 16,860  

8,024
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.23 0.48 0.24 0.48
人件費単価 7,954 8,024 8,024

3,852
合計 0 37,741 13,873 32,328

事業費
直接事業費 25,718 33,889 11,947 28,476
人件費 1,829 3,852 1,926

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 26年度決算 27年度予算 9月末の執行状況 27年度決算

事業の目的

身体障がい、知的障がい、精神障がいといった障がいの種類にかかわらず、更生医療・育成医療・精神通院
公費を一本化し、共通の制度によって、自立支援医療費を支給することをもって障がい者等の負担の軽減を
図る。

事業の内容

対象者より、支給対象となる医療行為を受ける旨の申請があった場合、審査の上、支給認定を行い自立支援
医療費としてその医療行為に係る費用を支給する。

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

公費負担に係る医療費事務請求に関する知識を取得して、審査能力を実につけ、その都度チェックを行い、会
計検査院の指摘事項に対応できるようにする。

事業の対象 身体障害者手帳を有するもので、医療行為の結果、臨床症状が消退する等、確実な治療効果が期待しうる者

根拠法令等
障害者自立支援法

予算科目

総合計画での位置付け
福祉の向上と保健・医療の充実〜やすらぎとぬくもりのまちづくり〜
福祉施策の向上と充実

事業の性格 内部管理事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 福祉課 電話番号（内線）：

平成27年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業
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記入者情報 所属長： 渡辺 悦子 担当責任者： 大森 秀泰

事務事業名 自立支援医療費支給事業



3二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断するが、以下の課題を新たに追加する。

意見、課題
受給対象者並びに関係機関に対する制度周知を図り、適用漏れがないよう徹底を図る。

課題認識

更生医療のうち、心臓疾患や透析患者が増えている。手帳を取得し、医療費助成を受けながら在宅で生
活ができるように支援することは意義のあることであるが、手術費用や透析にかか外来費用など高騰す
る一方いである。普段から健康に留意し、重症化する前の予防の大切さを発信しなければ、事業の効果
は評価できない。昨年度に引き続き、特定疾病受給者証保持者の更生医療請求のレセプト点検と過誤請
求指導を行い、適正な給付に努める。

二次評価

B成果向上の可能性 4
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 4

Bコスト効率

課題認識

　本事業の対象者は増える一方である。保健センターなどとも連携して予防の大切さを訴える必要があ
る。患者の中には、受給者証の提示をしない方もいて、本制度が十分に活用されていないケースも見られ
る。　受給者証の交付時などに、十分な啓発をして、本制度がきちんと機能するようにする必要がある。医
療機関についても、本制度への理解を深め、本制度を活用するよう求めていかなければならない。会計
検査の指摘事項については、過去はもちろん。今後の請求についても適切に行うよう、点検･指導を行っ
ていく。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B

4
受益者負担の適正 4

施策への貢献度 4

市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

有効性
事業の効果 4

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

効率性
手段の最適性 4

Bコスト効率 4
受益者負担の適正 4

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 4

目　　標 80 80 80 80
実　　績 79 84 0 0

成果指標

成果指標
相談件数（支給決定に至ったものも含む。）

指標設定の
考え方

支給件数の純増を指標とするには、人倫上問題があるため、制度の周知も含めた自立支援医療費支給制度
に関する相談件数の純増を指標とする。

区分年度 26年度 27年度 28年度 目標28年度



3
経営者会議の最終判断

事業の方向性
下記の点を見直しの上、継続する。

意見、課題

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


